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健　康　福　祉　部

一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他

健 康 福 祉 政 策 課 4,742,182 -311,607 4,430,575 -103,825 -40,000 -35,813 -131,969

健 康 危 機 管 理 課 2,630,183 400,565 3,030,748 -4,744 4,996 400,313

高 齢 者 支 援 課 3,711,550 1,407,150 5,118,700 1,342,008 60,000 -594,791 599,933

認 知 症 施 策 ・ 地 域 ケ ア 推 進 課 29,939,281 -585,446 29,353,835 886,259 495,010 -1,966,715

社 会 福 祉 課 5,116,343 777,899 5,894,242 10,034 705,053 62,812

子 ど も 未 来 課 23,752,714 2,469,721 26,222,435 -238,367 -2,000 367,495 2,342,593

子 ど も 家 庭 福 祉 課 11,807,770 126,013 11,933,783 201,989 107,000 -169,669 -13,307

障 が い 者 支 援 課 26,302,854 1,808,458 28,111,312 1,307,545 122,000 164,342 214,571

医 療 政 策 課 8,895,381 1,001,771 9,897,152 1,863,807 -3,000 -297,516 -561,520

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 51,714,639 -936,556 50,778,083 400,141 -1,336,697

健 康 づ く り 推 進 課 3,734,512 -78,199 3,656,313 -33,754 -16,511 -27,934

薬 務 衛 生 課 256,428 143,467 399,895 133,894 -2,319 11,892

合 計 172,603,837 6,223,236 178,827,073 5,364,846 244,000 1,020,418 -406,028

母子父子寡婦福祉資金特別会計

子 ど も 家 庭 福 祉 課 115,035 115,035

国民健康保険事業特別会計

国 保 ・ 高 齢 者 医 療 課 190,587,346 4,041,240 194,628,586 -347,412 4,388,652

健 康 づ く り 推 進 課 176,639 17,509 194,148 -7,660 25,169

合 計 190,763,985 4,058,749 194,822,734 -355,072 4,413,821

総　　合　　計 363,482,857 10,281,985 373,764,842 5,009,774 244,000 5,434,239 -406,028

令和６年度　２月補正予算　課別一覧表

課       名 補正前の額 補正額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

一般財源

－1－



－2－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

104 社 会 福 祉 1,311,101 -237,152 1,073,949 10,249 -33,079 -214,322 １．職員給与費 -20,063
～ 総 務 費 　・社会福祉関係職員給
105

２．民生委員費 -3,770
　・民生委員費
　　　所要見込額の減

３．地域福祉振興費
　・地域の縁がわづくり推進・支援
　　事業
　　　財源更正

４．社会福祉諸費 -226,438
 (1)福祉総務費 -750
　　　所要見込額の減

 (2)県総合福祉センター管理費 -997
　　　所要見込額の減

 (3)社会福祉職員研修事業費 -348
　　　所要見込額の減

 (4)社会福祉統計調査事務費 -551
　　　所要見込額の減

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (5)福祉総合情報システム運営費 -41,102
　　　所要見込額の減及び財源更正

 (6)住まいの再建支援事業 -180,672

　　　所要見込額の減
　　　（復興基金活用事業）

 (7)災害弱者支援事業 -2,018
　　　所要見込額の減

５．国庫支出金返納金 8,097
　・国庫支出金精算返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

６．地域福祉基金積立金 5,022
　・地域福祉基金積立金
　　　運用利息の積立て

105 障 害 者 190,201 -7,342 182,859 -7,342 １．リハビリテーションセンター費 -7,342
～ 福 祉 費 　・リハビリ関係職員給
107

水害対応震災対応

－3－



－4－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

110 社 会 福 祉 41,487 -770 40,717 2,034 -2,804 １．女性相談センター費 -770
～ 施 設 費 　・女性相談センター職員給
111

116 児 童 福 祉 412,103 20,648 432,751 20,648 １．児童相談所費 21,594
～ 施 設 費 　・児童相談所職員給
117

２．児童一時保護所費 -946
　・中央一時保護所職員給

120 災 害 628,559 17,211 645,770 -115,186 8,810 123,587 １．災害救助基金積立金 4,038
救 助 費   ・災害救助対策費

　　　運用利息の積立て

２．災害救助対策費 -235,374
 (1)災害救助事業 -315,374

　　　所要見込額の減

 (2)新　避難所生活環境改善緊急整 80,000
　　　備事業（経済対策分）
　　　避難所の生活環境改善のため
　　　に必要な資機材購入に要する
　　　経費

水害対応震災対応



課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．国庫支出金返納金 248,547
　・災害救助費国庫負担金返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

121 公 衆 衛 生 39,985 -905 39,080 -922 17 １．職員給与費 -110
～ 総 務 費 　・公衆衛生関係職員給
122

２．衛生統計調査費 -795
 (1)衛生統計関係職員給 2,084

 (2)保健統計調査事務費 -2,879
　　　所要見込額の減

123 保 健 362,014 -55,524 306,490 -38,000 -17,524 １．職員給与費 -3,040
～ 環 境 科 学 　・保健環境科学研究所職員給
124 研 究 所 費

２．管理運営費 -52,484
　・保健環境科学研究所運営費
　　　所要見込額の減

132 保 健 所 費 1,732,286 -42,547 1,689,739 -2,000 -40,547 １．職員給与費 -39,483
～ 　・保健所職員給
133

－5－



－6－

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

２．保健所管理運営費 -3,064
　・保健所管理運営費
　　　所要見込額の減

241 元 金 24,446 -5,226 19,220 -11,544 6,318 １．災害援護資金国庫貸付金元金 -5,226
　・災害援護資金貸付金償還金
　　　市町村償還見込額の減による
　　　国庫貸付金償還金の減

4,742,182 -311,607 4,430,575 -103,825 -40,000 -35,813 -131,969課　　計



繰越明許費補正（追加）

課名　健康福祉政策課　　（一般会計） (単位：千円)

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考

　・避難所生活環境改善緊急整備事業（経済対策分）

80,000

12 民生費 災害救助費 80,000

健康福祉政策課　計

－7－



－8－

債務負担行為補正（変更）

(単位：千円)

期　　間 限　度　額 期　　間 限　度　額

22 保健･医療･福祉関係業務 　令和７年度 23,454 　令和７年度 1,033,112

課名　健康福祉政策課、健康危機管理課、高齢者支援課、認知症施策・地域ケア推進課、社会福祉課、子ども未来課
　　　子ども家庭福祉課、障がい者支援課、医療政策課、健康づくり推進課、薬務衛生課

議　案
頁　数

事　　　　　　　　項
補　　正　　前 補　　正　　後



課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

121 公 衆 衛 生 1,238,556 429,236 1,667,792 4,996 424,240 １．職員給与費 -45,008
～ 総 務 費 　・健康危機管理職員給
122

２．国庫支出金返納金 474,244
　・国庫支出金精算返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

122 予 防 費 599,143 -20,380 578,763 -4,744 -15,636 １．感染症予防費 -20,380
～  (1)感染症予防事業費 699
123 　　　システム運用保守経費の増

-18,182

　　　所要見込額の減及び財源更正

 (3)新興感染症対応力強化事業 -2,897
　　　所要見込額の減及び財源更正

125 食 品 衛 生 486,060 1,401 487,461 1,401 １．食品衛生監視費 -968
～ 指 導 費 　・食品営業監視事業
126 　　　所要見込額の減

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

補 正 額
（Ｂ）

説                       明
計

(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

特　　定　　財　　源
一般財源

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）

 (2)新型コロナワクチン接種体制支
　　援事業 新型コロナ対応

－9－



－10－

課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

補 正 額
（Ｂ）

説                       明
計

(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

特　　定　　財　　源
一般財源

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）

２．食肉衛生検査所費 -5,585
 (1)食肉衛生検査所職員給 415

 (2)と畜検査整備事業（食肉衛検分） -6,000
　　　所要見込額の減

３．職員給与費 7,954
　・食品衛生職員給

129 環 境 242,139 -9,692 232,447 -9,692 １．動物愛護推進費 -9,692
～ 整 備 費 　・動物愛護推進事業
130 　　　所要見込額の減

2,630,183 400,565 3,030,748 -4,744 4,996 400,313課　　計



繰越明許費補正（変更）

課名　健康危機管理課　　（一般会計） (単位：千円)

135,764 135,764健康危機管理課　計

備　　　　　　　　　考

13 衛生費 公衆衛生費 135,764 135,764

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

　・新興感染症対応力強化事業

－11－



－12－

課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

104 社 会 福 祉 217,825 505,081 722,906 -91,092 13,098 583,075 １．社会福祉諸費 -91,092
～ 総 務 費 　・介護福祉士修学資金等貸付事業
105 　　費補助（経済対策分）

　　　所要見込額の減

２．国庫支出金返納金 596,173
　・国庫支出金返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

107 老 人 1,924,378 1,331,200 3,255,578 1,313,927 17,273 １．職員給与費 3,623
～ 福 祉 費 　・高齢者支援課職員給　
108

２．高齢者福祉扶助費 1,330,478
 (1)軽費老人ホーム事務費補助事業 13,000
　　　利用料改定による増

 (2)看護・福祉職員等処遇改善推進 1,317,478
　　事業（介護分）（経済対策分）
　　　介護職員の収入の引上げ等に
　　　要する経費

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．高齢者福祉対策費 -2,901
 (1)市町村職員派遣負担金 5,374
　　　市町村からの派遣職員の人件
　　　費に対する負担金

 (2)介護職員勤務環境改善支援事業
　　　財源更正

 (3)介護サービス事業所等における -8,275
　　サービス継続支援事業

　　　所要見込額の減

111 老 人 福 祉 1,569,347 -429,131 1,140,216 119,173 60,000 -607,889 -415 １．老人福祉施設整備費 -429,131
施 設 費  (1)介護基盤緊急整備等事業 -511,259

　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (2)老人福祉施設整備等事業（非常 217,033
　　用自家発電設備整備等事業分）
　　（経済対策分）
　　　高齢者施設等における非常用
　　　自家発電設備等の整備費につ
　　　いて助成

新型コロナ対応

－13－



－14－

課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)介護施設等における簡易陰圧装 -96,630
　　置・換気設備支援事業

　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (4)老人福祉施設整備等事業（非常 -38,275
　　用自家発電設備整備等事業分）
　　　所要見込額の減

3,711,550 1,407,150 5,118,700 1,342,008 60,000 -594,791 599,933課　　計

新型コロナ対応



繰越明許費補正（変更）

課名　高齢者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

　・施設開設準備経費助成特別対策事業

　　（地域医療介護総合確保基金〈介護

　　分〉活用事業）

　・老人福祉施設整備等事業

　・看護・福祉職員等処遇改善推進事業

　　（介護分）（経済対策分）

　・介護基盤緊急整備等事業

　　（地域医療介護総合確保基金〈介護

　　分〉活用事業）

　・老人福祉施設整備等事業（非常用自家

　　発電設備整備等事業分）（経済対策

　　分）

　・介護施設等における簡易陰圧装置・換

　　気設備支援事業

　　（地域医療介護総合確保基金〈介護

　　分〉活用事業）

　・老人福祉施設整備等事業（非常用自家

　　発電設備整備等事業分）

2,861,948 2,861,948高齢者支援課　計

備　　　　　　　　　考

13 民生費 社会福祉費 2,861,948 2,861,948

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

－15－



－16－

課名　認知症施策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

104 社 会 福 祉 81,992 25,178 107,170 4,600 20,578 １．国庫支出金返納金 25,178
～ 総 務 費 　・国庫支出金返納金
105 　　　国庫補助金の額の確定に伴う

　　　返納金

107 老 人 29,834,204 -609,421 29,224,783 884,500 493,372 -1,987,293 １．職員給与費 12,308
～ 福 祉 費 　・認知症施策・地域ケア推進課職
108 　　員給　

２．高齢者福祉対策費 803,748
 (1)高齢者住宅改造助成事業 -466
　　　所要見込額の減

 (2)認知症診療・相談体制強化事業 -4,000
　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (3)認知症疾患医療機能強化事業 -28,529
　　　所要見込額の減

 (4)訪問看護推進事業 -380
　　　所要見込額の減及び財源更正 　
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　認知症施策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (5)地域包括ケア多職種人材育成事
　　業
　　　財源更正

 (6)認知症サポーターアクティブチ -3,448
　　－ム支援事業
　　　所要見込額の減及び財源更正

 (7)在宅医療サポートセンター事業 -4,199
　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (8)地域包括ケアシステム構築加速 -4,792
　　化事業
　　　所要見込額の減及び財源更正

 (9)物価高騰対策事業（高齢者施設 763,984
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける高齢
　　　者施設等への支援に要する経
　　　費

(10)認知症基本法理解促進事業 4,854
　　　認知症基本法制定に伴う法理
　　　念の普及啓発等に要する経費

－17－



－18－

課名　認知症施策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(11)新　生産性向上・職場環境整備 80,724
　　等事業（訪問看護ステーション
　　分）
　　　生産性の向上に資する取組を
　　　進める訪問看護ステーション
　　　に対する助成

３．介護保険対策費 -1,427,916
 (1)要介護認定支援事業 -797
　　　所要見込額の減及び財源更正
　　　（地域福祉基金〈介護分〉活
　　　用事業）

 (2)ケアマネジメント活動推進事業 -271
　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈介護分〉活用事業）

 (3)介護給付費県負担金交付事業 -1,266,199
　　　所要見込額の減

 (4)地域支援事業交付金交付事業 -7,958
　　　所要見込額の減

 (5)介護給付適正化推進事業
　　　財源更正



課名　認知症施策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (6)第１号保険料県負担金交付事業 -151,391
　　　所要見込額の減

 (7)第９期介護保険事業計画支援事
　　業
　　　財源更正

 (8)高齢者を支える地域活動支援事 -1,300
    業
　　　所要見込額の減及び財源更正

 (9)事務補助会計年度任用職員費
　　　財源更正

４．介護保険財政安定化基金積立金 2,439
　・介護保険財政安定化基金事業
　　　所要見込額（運用利息）の増

121 公 衆 衛 生 7,312 -1,203 6,109 1,759 -2,962 １．保健医療推進対策費 -1,203
～ 総 務 費 　・在宅医療連携推進事業
122 　　  所要見込額の減及び財源更正

　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

29,939,281 -585,446 29,353,835 886,259 495,010 -1,966,715課　　計

－19－



－20－

繰越明許費補正（変更）

課名　認知症施策・地域ケア推進課　　（一般会計） (単位：千円)

　・物価高騰対策事業（高齢者施設分）

　・生産性向上・職場環境整備等事業（訪

　　問看護ステーション分）

　・認知症基本法理解促進事業

849,562 849,562認知症施策・地域ケア推進課　計

備　　　　　　　　　考

13 民生費 社会福祉費 849,562 849,562

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計



課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

104 社 会 福 祉 158,572 10,207 168,779 9,582 625 １．職員給与費 625
～ 総 務 費 　・社会福祉関係職員給　
105

２．社会福祉諸費 9,582
　・生活困窮者に対する物価高騰緊
　　急支援事業
　　　生活困窮者の支援を行う団体
　　　の活動に要する経費について
　　　助成

108 遺 家 族 等 76,595 4,033 80,628 -2,024 6,057 １．職員給与費 1,284
～ 援 護 費 　・援護関係職員給　
109

２．遺家族等援護費 -2,024
　・引揚者等援護事務費
　　　所要見込額の減

３．国庫支出金返納金 4,773
　・国庫支出金精算返納金
　　　国庫委託金の額の確定に伴う
　　　返納金

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

－21－



－22－

課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

118 生 活 保 護 908,085 763,659 1,671,744 2,476 705,053 56,130 １．生活保護事務費 843
～ 総 務 費  (1)生活困窮者自立支援プラン推進
119     事業

　　　財源更正

 (2)生活困窮者総合相談支援事業 -3,347
　　　所要見込額の減

 (3)物価高騰対策事業(救護施設分) 4,190
　　　物価高騰の影響を受ける救護
　　　施設への支援に要する経費

２．福祉事務所費 -14,253
　・生活保護関係職員給

３．生活保護指導職員設置費 -3,725
　・生活保護指導職員給

４．国庫支出金返納金 780,794
　・社会福祉費等国庫支出金返納金
      生活福祉資金の償還金収入等
　　　の返納金

5,116,343 777,899 5,894,242 10,034 705,053 62,812課　　計



繰越明許費補正（追加）

課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考

　・物価高騰対策事業（救護施設分）

4,190

12 民生費 生活保護費 4,190

社会福祉課　計

－23－



－24－

繰越明許費補正（変更）

課名　社会福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

　・生活困窮者に対する物価高騰緊急支援

　　事業

9,582 9,582社会福祉課　計

備　　　　　　　　　考

13 民生費 社会福祉費 9,582 9,582

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

104 211,387 10,328 221,715 10,328 １．職員給与費 10,328
～ 　・少子化対策関係職員給
105

113 児 童 福 祉 4,489,162 186,177 4,675,339 31,791 351,485 -197,099 １．児童健全育成費 -197,576
～ 総 務 費  (1)多子世帯子育て支援事業 -27,209
114 　　　所要見込額の減

 (2)現任保育士等研修事業 -2,000
　　　所要見込額の減

 (3)児童健全育成事業（運営費） 105,338
　　　所要見込額の増及び財源更正

 (4)放課後児童クラブ施設整備事業 -236,805
　　　所要見込額の減

 (5)子育て支援強化事業費補助金 -78,246
　　　所要見込額の減

 (6)地域少子化対策重点推進事業 -34,484
　　　所要見込額の減

社 会 福 祉
総 務 費

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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－26－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (7)結婚に伴う新生活の支援を行う -18,490
　　自治体支援事業
　　　所要見込額の減

 (8)「くまもとスタイル」子育て推
　　進事業
　　　財源更正

 (9)放課後児童クラブ利用サポート -7,985
　　事業
　　　所要見込額の減

(10)物価高騰対策事業（保育所等分） 91,031
　　　物価高騰の影響を受ける保育
　　　所、幼稚園、認定こども園等
　　　への支援に要する経費

(11)出産・子育て応援交付金事業 7,730
　　　所要見込額の増

(12)熊本県放課後児童健全育成事業 2,066
　　等におけるＩＣＴ化推進事業
　　（経済対策分）
　　　放課後児童クラブ等のＩＣＴ
　　　化推進に取り組む市町村に対
　　　する助成



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(13)性被害防止対策支援事業（認可 1,478
　　外保育施設等分）（経済対策分）
　　　性被害防止対策に取り組む認
　　　可外保育施設等に対する助成

２．保育士試験費 -958
　・保育士登録等事務
　　　所要見込額の減

３．国庫支出金返納金 387,801
　・国庫支出金精算返納金
　　　国庫支出金の額の確定に伴う
　　　返納金

４．安心こども基金積立金 6,186
　・安心こども基金事業
　　　安心こども基金の運用利息等
　　　の積立て

５．保育士等確保対策費 -9,276
 (1)保育士人材確保事業 -1,476
　　　所要見込額の減

 (2)予備保育士確保促進事業 -7,800
　　　所要見込額の減

－27－



－28－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

114 児 童 15,723,130 2,739,669 18,462,799 9,876 2,729,793 １．児童扶助費 2,739,669
～ 措 置 費 　・子どものための教育・保育給付
115 　　費

　　　所要見込額の増
　　　（安心こども基金活用事業）

116 児 童 福 祉 1,363,198 -144,161 1,219,037 -125,009 6,134 -25,286 １．市町村保育施設運営費補助 -139,054
～ 施 設 費  (1)特別保育総合推進事業 -134,898
117 　　　所要見込額の減及び財源更正

　　　（安心こども基金活用事業）

 (2)病児・病後児保育総合推進事業 -4,156
　　　所要見込額の減

２．施設職員退職共済費 -5,107
　・施設職員退職共済費
　　　所要見込額の減

121 公 衆 衛 生 1,187,746 -145,077 1,042,669 12,381 -157,458 １．母子衛生費 -6,808
～ 総 務 費  (1)先天性代謝異常等検査 -5,000
122 　　　所要見込額の減及び財源更正



課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (2)妊婦に対する遠方の分娩取扱施 -1,808
　　設への交通費及び宿泊費支援事
　　業
　　　所要見込額の減

２．母子医療対策費 -14,894
 (1)未熟児養育医療費 16,478
　　　所要見込額の増

 (2)少子化対策総合交付金事業 -31,372
　　　所要見込額の減

３．子ども医療費 -123,375
　・子ども医療費助成事業
　　　所要見込額の減

215 私 学 776,242 -177,215 599,027 -157,530 -2,000 -17,685 １．私学振興助成費 -177,215
～ 振 興 費  (1)私立幼稚園特別支援教育経費補 -35,667
216 　　助

　　　所要見込額の減

 (2)教育支援体制整備事業 -66,095
　　　所要見込額の減

－29－



－30－

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (3)私立幼稚園経常費助成費補助 3,854
　　　所要見込額の増

 (4)私立幼稚園等安全ストック形成 -8,091
　　促進事業
　　　所要見込額の減

 (5)給食費支援事業 6,784
　　　私学助成園及び認可外保育施
　　　設における物価高騰による給
　　　食運営のかかり増し経費に対
　　　する助成

 (6)就学前教育・保育施設整備事業 -78,000
　　（幼型・経過措置分）
　　　所要見込額の減

23,752,714 2,469,721 26,222,435 -238,367 -2,000 367,495 2,342,593課　　計



繰越明許費補正（追加）

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考

　・給食費支援事業

6,784

12 教育費 教育総務費 6,784

子ども未来課　計

－31－



－32－

繰越明許費補正（変更）

課名　子ども未来課　　（一般会計） (単位：千円)

　・物価高騰対策事業（保育所等分）

　・出産・子育て応援交付金事業

　・熊本県放課後児童健全育成事業等にお

　　けるＩＣＴ化推進事業（経済対策分）

　・性被害防止対策支援事業（認可外保育

　　施設等分）（経済対策分）

　・妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への

　　交通費及び宿泊費支援事業

116,249 116,249

8,160 8,160

備　　　　　　　　　考

13 民生費 児童福祉費 108,089 108,089

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

子ども未来課　計

13 衛生費 公衆衛生費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

110 社 会 福 祉 68,032 -253 67,779 -126 -127 １．女性相談センター費 -253
～ 施 設 費   ・女性相談センター管理運営費
111       所要見込額の減

113 655,317 -11,533 643,784 913 -12,446 １．職員給与費 -14,620
～ 　・子ども家庭福祉関係職員給
114

２．児童健全育成費 -26,389
 (1)児童福祉専門分科会費 -1,096
      所要見込額の減

 (2)いじめに関する再調査委員会運 -1,275
　　営事業
      所要見込額の減

 (3)社会的養護自立支援事業 -2,724
      所要見込額の減
      （安心こども基金活用事業）

 (4)子育て家庭支援事業 -21,294
      所要見込額の減

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

児 童 福 祉
総 務 費

－33－



－34－

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３．国庫支出金返納金 29,476
　・国庫支出金精算返納金
　　　国庫支出金の額の確定に伴う
　　　返納金

114 7,932,260 83,091 8,015,351 131,963 -48,872 １．児童扶助費 263,927
～   ・児童養護施設等及び里親委託に
115 　　係る措置費

　　　保護を要する児童の施設への
　　　措置及び里親への委託に要す
　　　る経費の増

２．清水が丘学園費 18,599
  ・清水が丘学園職員給　

３．児童手当費 -199,435
  ・児童手当市町村交付金
      所要見込額の減

児 童
措 置 費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

115 1,759,804 15,206 1,775,010 22,359 571 -7,724 １．ひとり親対策費 24,366
 (1)ひとり親家庭等支援事業 21,270
      物価高騰の影響を受けるひと
　　　り親家庭の支援を行う団体等
　　　に対する助成
　　　（地域福祉基金活用事業）

 (2)ひとり親家庭高等職業訓練促進 96
    資金貸付事業費補助（県負担分）
　　　所要見込額の増

 (3)子どもの貧困対策推進事業 3,000
      物価高騰の影響を受ける子ど
　　　も食堂の支援を行うネットワ
　　　ーク団体に対する助成

 (4)子ども食堂等応援事業
　　　財源更正

２．児童扶養手当支給事業費 -9,160
  ・児童扶養手当支給事業費（扶助
　　費）
　　　所要見込額の減

母 子
福 祉 費

－35－



－36－

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

３. ひとり親家庭等医療費
　・ひとり親家庭等医療費助成事業
　　　財源更正

116 1,391,899 39,502 1,431,401 47,793 107,000 -171,153 55,862 １．児童福祉施設運営指導費 -1,475
～  (1)児童養護施設等の職員人材確保 -932
117 　　事業

　　　所要見込額の減

 (2)子どもの権利擁護推進事業 -543
　　　所要見込額の減
　　　（安心こども基金活用事業）

２．児童福祉施設整備費
　・清水が丘学園整備事業
　　　財源更正

３．児童相談所費 -6,723
 (1)児童相談所職員給　 4,395

 (2)児童家庭支援センター事業 -11,118
　　　所要見込額の減

 (3)里親推進事業
　　　財源更正

児 童 福 祉
施 設 費



課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

４．民間施設運営費補助 47,700
 (1)児童養護施設等退所者自立支援 48,527
　　資金貸付事業費補助
　　　（福）県社会福祉協議会が行
　　　う児童養護施設等の入退所者
　　　への自立に必要な貸付原資等
　　　に対する助成

 (2)児童養護施設等人材確保・育成 -14,531
　　事業
　　　所要見込額の減

 (3)物価高騰対策事業（児童養護施 8,014
　　設等分）
　　　物価高騰の影響を受ける児童
　　　養護施設等への支援に要する
　　　経費

 (4)児童相談所等におけるＩＣＴ化 7,687
　　推進事業（経済対策分）
　　　児童相談所等におけるＩＣＴ
　　　化等推進に要する経費

 (5)乳児院等多機能化推進事業 -1,997
　　　所要見込額の減

11,807,770 126,013 11,933,783 201,989 107,000 -169,669 -13,307課　　計

－37－



－38－

繰越明許費補正（変更）

課名　子ども家庭福祉課　　（一般会計） (単位：千円)

　・清水が丘学園管理運営費（運営費）

　・ひとり親家庭等支援事業

　・子どもの貧困対策推進事業

　・清水が丘学園整備事業

　・物価高騰対策事業（児童養護施設等

　　分）

　・児童相談所等におけるＩＣＴ化推進事

　　業（経済対策分）

　

285,553 285,553子ども家庭福祉課　計

備　　　　　　　　　考

13 民生費 児童福祉費 285,553 285,553

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

105 17,020,696 1,908,946 18,929,642 1,296,831 122,000 112,149 377,966 １．障がい者扶助費 614,402
～  (1)更生医療費 88,312
107 　　　所要見込額の増

 (2)障害福祉サービス費等負担事業 526,563
　　　所要見込額の増

 (3)重度障害者に係る市町村特別支 -473
　　援事業
　　　所要見込額の減

２．障がい者福祉諸費 1,098,008
 (1)障害者介護給付費等支給支援事
　　業
　　　財源更正

 (2)重度訪問介護等の利用促進に係 -27,460
　　る市町村支援事業
　　　所要見込額の減

 (3)パラスポーツ普及・促進事業 -3,200
　　　所要見込額の減

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

障 害 者
福 祉 費

－39－



－40－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (4)感染防止に配慮した障害福祉サ 7,350
　　ービス等提供体制確保事業

　　　新型コロナウイルス感染症拡
　　　大防止対策に取り組む障害福
　　　祉サービス事業所等に対する
　　　助成

 (5)看護・福祉職員等処遇改善推進 753,917
　　事業（障害分）（経済対策分）
　　　障害福祉現場で働く職員の収
　　　入の引上げ等に要する経費　

 (6)物価高騰対策事業（障がい施設 342,379
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける障害
　　　福祉サービス事業所等への支
　　　援に要する経費

 (7)性被害防止対策支援事業（障が 3,000
　　い分）（経済対策分）
　　　障害児入所施設等における性
　　　被害防止対策に係る設備等に
　　　ついての助成

新型コロナ対応



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (8)障がい福祉分野のＩＣＴ・ロボ 20,022
　　ット等導入支援事業（Ｒ６経済
　　対策）
　　　障害者支援施設等におけるＩ
　　　ＣＴ・介護ロボット等の導入
　　　に要する経費について助成

 (9)新　就労継続支援Ａ型事業所の 2,000
　　経営改善モデル事業（経済対策
　　分）
　　　就労継続支援Ａ型事業所の経
　　　営改善支援に要する経費

３．障がい者福祉施設整備費 295,921
 (1)障がい者福祉施設整備費 -356,508
　　　所要見込額の減

 (2)障がい者福祉施設整備費（Ｒ６ 652,429
　　経済対策分）
　　　社会福祉法人等が行う障がい
　　　者福祉施設の整備費について
　　　助成

－41－



－42－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

４．国庫支出金返納金 32,309
 (1)障害者医療費等国庫支出金精算 7,057
　　返納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

 (2)地域生活支援事業費等国庫補助 25,033
　　金精算返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

 (3)水俣・芦北地域の障害福祉推進 27
　　モデル事業精算返納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

 (4)母子保健衛生費国庫補助金精算 192
　　返納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

５．重度心身障がい者医療費 -134,020
  ・重度心身障がい者医療費助成事
　　業
　　　所要見込額の減



課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

６．職員給与費 2,326
　・社会福祉関係職員給

114 5,852,281 -180,436 5,671,845 47,754 -228,190 １．児童扶助費 -252,966
～ 　・障害児施設給付費等支給・障害
115 　　児施設措置事業

　　　所要見込額の減

２．国庫支出金返納金 72,530
　・障害児入所給付費等国庫負担金
　　及び障害児入所医療費等国庫負
　　担金精算返納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

116 1,611,148 -13,770 1,597,378 10,633 -938 -23,465 １．こども総合療育センター費 -13,770
～  (1)こども総合療育センター職員給 -12,832
117

 (2)こども総合療育センター管理運
　　営費
　　　財源更正

 (3)療育拠点施設・地域療育等支援 -938
　　事業
　　　所要見込額の減

児 童
措 置 費

児 童 福 祉
施 設 費

－43－



－44－

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

121 570,856 1,972 572,828 1,972 １．職員給与費 1,972
～ 　・精神保健関係職員給
122

123 309,189 91,746 400,935 81 5,377 86,288 １．精神保健費 697
　・精神医療適正化対策事業
　　　所要見込額の増

２．国庫支出金返納金 91,049
 (1)精神保健費等国庫負担（補助） 724
　　金精算返納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

 (2)地域自殺対策強化交付金返納金 5,377
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

 (3)医療提供体制施設整備交付金返 84,948
　　納金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　返納金

26,302,854 1,808,458 28,111,312 1,307,545 122,000 164,342 214,571課　　計

公 衆 衛 生
総 務 費

精 神
保 健 費



繰越明許費補正（変更）

課名　障がい者支援課　　（一般会計） (単位：千円)

　・障がい者福祉施設整備費

　・看護・福祉職員等処遇改善推進事業

　　（障害分）（経済対策分）

　・物価高騰対策事業（障がい施設分）

　・性被害防止対策支援事業（障がい分）

　　（経済対策分）

  ・障がい福祉分野のＩＣＴ・ロボット等

　　導入支援事業（Ｒ６経済対策分）

　・就労継続支援Ａ型事業所の経営改善モ

  　デル事業（経済対策分）

　・障がい者福祉施設整備費（Ｒ６経済対

　　策分）

193,967 2,215,377 2,409,344

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

200,888 　・こども総合療育センター管理運営費

障がい者支援課　計

備　　　　　　　　　考

13 民生費

社会福祉費 4,709 2,203,747 2,208,456

児童福祉費 189,258 11,630

議　案
頁　数

－45－



－46－

課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

121 7,503,124 1,320,968 8,824,092 2,004,807 -3,000 -219,960 -460,879 １．保健医療推進対策費 1,927,468
～  (1)救急医療施設運営費補助 -22,729
122 　    国庫補助金の内示減

 (2)小児医療対策事業 -33,736
　    国庫補助金の内示減及び入院
　    中のこどもの家族の付添い等
　    に関する環境改善を行う医療
　    機関に対する助成

 (3)医療施設等施設・設備整備費 -678,163
　    国庫補助金の内示減及び電子
　    処方箋を導入する医療機関に
　    に対する助成

 (4)救急医療対策事業 -3,207
　    所要見込額の減

 (5)医師確保総合対策事業 -9,247
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (6)療養病床転換助成事業 -37,812
　    所要見込額の減

公 衆 衛 生
総 務 費

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (7)災害医療対策事業 -1,315
　    所要見込額の減

 (8)ヘリ救急医療搬送体制推進事業 -27,179
　    所要見込額の減

 (9)医療施設消防用設備整備費 -96,816
　    所要見込額の減

(10)地域医療等情報ネットワーク基 -47,410
    盤整備事業
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(11)御所浦医療提供体制強化支援事 -680
    業
　    所要見込額の減

(12)病床機能分化・連携推進事業 -108,361
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

－47－



－48－

課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(13)地域医療構想推進事業 -16,457
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(14)産科医・新生児科医等確保事業 -21,000
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(15)病床機能再編支援事業 -41,220
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

(16)物価高騰対策事業（医療機関等 1,360,227
    分）
　　　物価高騰の影響を受ける医療
　　　機関への支援に要する経費

(17)医療勤務環境改善支援事業 -1,658
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

(18)新　生産性向上・職場環境整備 1,714,231
    等事業（医療施設分）
　　　生産性向上に資する取組を進
　　　める医療機関に対する助成

２．母子医療対策費 56,906
 (1)周産期医療対策事業 -75,094
　    国庫補助金の内示減等

 (2)新　産科・小児科医療確保事業
    （Ｒ６経済対策分） 132,000
　　　患者数が減少している産科・
　　　小児科医療機関等の運営費に
　　　対する助成

３．国庫支出金返納金 18,318
  ・国庫支出金返納金
　    国庫補助金の額の確定に伴う
　    返納金

４．地域医療介護総合確保基金積立 -681,724
    金
　・地域医療介護総合確保基金積立
    金
　　　国庫補助金の内示減等

－49－



－50－

課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

134 356,696 -12,326 344,370 -12,326 １．職員給与費 -12,326
 (1)地域医療推進職員給 -18,700

 (2)研修医師職員給 6,374

134 医 務 費 548,924 -229,315 319,609 -141,000 -88,315 １．へき地医療対策費 -274,315
 (1)へき地医療施設運営費補助 -39,220
　    所要見込額の減

 (2)へき地医療施設・設備整備費補 -235,095
    助
　    所要見込額の減

２．歯科行政費 45,000
　　新　災害時歯科保健医療提供体
　　制整備事業（Ｒ６経済対策分）
　　  災害時の避難所における歯科
　　  保健医療提供等のための設備
　　  整備費について助成

医 薬
総 務 費



課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

135 保 健 師 等 486,637 -77,556 409,081 -77,556 １．看護行政費 -24,085
指 導   ・看護師等養成所運営費補助事業
管 理 費 　    所要見込額の減

　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

２．看護師等確保対策費 -53,471
 (1)看護職員確保総合推進事業 -17,540
　    所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

 (2)医療従事者勤務環境改善推進事 -35,931
    業
　　  所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

8,895,381 1,001,771 9,897,152 1,863,807 -3,000 -297,516 -561,520課　　計

－51－



－52－

繰越明許費補正（追加）

課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考

　・災害時歯科保健医療提供体制整備事業（Ｒ６経済

　　対策分）

45,000医療政策課　計

12 衛生費 医薬費 45,000



繰越明許費補正（変更）

課名　医療政策課　　（一般会計） (単位：千円)

  ・小児医療対策事業

　・医療施設等施設・設備整備費

　・物価高騰対策事業（医療機関等分）

　・生産性向上・職場環境整備等事業（医

　　療施設分）

　・産科・小児科医療確保事業（Ｒ６経済

　　対策分）

3,452,887 3,452,887医療政策課　計

備　　　　　　　　　考

13 衛生費 公衆衛生費 3,452,887 3,452,887

議　案
頁　数

款  名 項  名
既設定
金額

追加設定
金額

累　計

－53－



－54－

課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

109 国 民 健 康 7,016,944 -45,863 6,971,081 -45,863 １．職員給与費 -2,815
～ 保 険 　・国保・高齢者医療職員給　
110 指 導 費

２．国民健康保険制度安定化対策費 -43,048
　・国民健康保険保険基盤安定等負
　　担金
　　　所要見込額の減

121 公 衆 衛 生 33,005,322 -827,104 32,178,218 400,141 -1,227,245 １．後期高齢者医療対策費 -831,868
～ 総 務 費  (1)後期高齢者医療給付費負担金 -718,355
122 　　　所要見込額の減

 (2)後期高齢者医療高額医療費負担 -113,513
　　金
　　　所要見込額の減

２．後期高齢者医療財政安定化基金 4,764
　　積立金
　・後期高齢者医療財政安定化基金
　　積立金
　　　所要見込額の増

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　国保・高齢者医療課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

242 国 民 健 康 11,692,373 -63,589 11,628,784 -63,589 １．繰出金 -63,589
保 険 事 業 　・国民健康保険事業特別会計繰出
特 別 会 計 　　金
繰 出 金 　　　所要見込額の減

51,714,639 -936,556 50,778,083 400,141 -1,336,697課　　計

－55－



－56－

課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

121 3,442,612 -24,198 3,418,414 -33,754 -16,511 26,067 １．職員給与費 -20,317
～ 　・健康づくり推進課職員給　
122

２．健康づくり推進費 -40,419
 (1)歯科保健推進事業 -6,000
　　　所要見込額の減

 (2)市町村健康増進事業 -8,072
　　　所要見込額の減

 (3)健康増進計画推進事業 -2,000
　　　所要見込額の減

 (4)がん診療施設施設整備事業 -22,702
　　　所要見込額の減

 (5)地産地消をはじめとした食育の -1,645
    推進事業
　　　所要見込額の減

３．原爆被爆者健康診断費 -5,337
  ・原爆被爆者健康診断費
　　　所要見込額の減

公 衆 衛 生
総 務 費

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　健康づくり推進課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

４．原爆被爆者特別措置費 -21,701
 (1)原爆被爆者特別措置費 -21,453
　　　所要見込額の減

 (2)原爆被害者団体協議会運営費補 -248
　　助
　　　所要見込額の減

５．国庫支出金返納金 63,576
　・国庫支出金返納金
　　　国庫補助金の額の確定に伴う
　　　返納金

122 予 防 費 13,897 -300 13,597 -300 １．ハンセン病事業費 -300
～ 　・ハンセン病事業費
123 　　　所要見込額の減

242 国 民 健 康 278,003 -53,701 224,302 -53,701 １．繰出金 -53,701
保 険 事 業 　・国民健康保険事業特別会計繰出
特 別 会 計 　　金
繰 出 金 　　　所要見込額の減

3,734,512 -78,199 3,656,313 -33,754 -16,511 -27,934課　　計

－57－



－58－

課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

121 17,901 -843 17,058 -843 １．保健医療推進対策費 -843
～ 　・臓器移植院内コーディネーター
122 　　連携構築事業

　　　所要見込額の減
　　　（地域医療介護総合確保基金
　　　〈医療分〉活用事業）

125 38,887 785 39,672 785 １．職員給与費　 785
　・生活衛生職員給　

126 34,362 38,990 73,352 38,990 １．生活衛生営業指導費 38,990
 (1)物価高騰対策事業（公衆浴場分） 9,812
　　　物価高騰の影響を受ける一般
　　　公衆浴場への支援に要する経
　　　費

 (2)物価高騰対策事業（クリーニン 29,178
　　グ事業者分）
　　　物価高騰の影響を受けるクリ
　　　ーニング事業者への支援に要
　　　する経費

公 衆 衛 生
総 務 費

環 境 衛 生
総 務 費

生 活 衛 生
指 導 費

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

134 72,635 -957 71,678 -957 １．職員給与費 -957
　・薬務職員給

135 薬 務 費 90,261 105,492 195,753 94,904 -1,476 12,064 １．職員給与費 2,601
～ 　・薬務行政関係職員給
136

２．薬務行政費 102,891
 (1)かかりつけ薬剤師・薬局機能強 -1,476
　　化及び普及啓発事業
　　　所要見込額の減

 (2)骨髄移植ドナー助成支援事業 -681
　　　所要見込額の減

 (3)物価高騰対策事業（薬局分） 51,974
　　　物価高騰の影響を受ける薬局
　　　への支援に要する経費

 (4)物価高騰対策事業（医薬品卸業 22,644
　　分）
　　　物価高騰の影響を受ける医薬
　　　品卸業への支援に要する経費

医 薬
総 務 費

－59－



－60－

課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

 (5)電子処方箋の活用・普及促進事 30,430
　　業
　　　電子処方箋を導入する薬局に
　　　対する助成

256,428 143,467 399,895 133,894 -2,319 11,892課　　計



繰越明許費補正（追加）

課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

議　案
頁　数

款  名 項  名 金　額 備　　　　　　　　　考

　・物価高騰対策事業（薬局分）

　・物価高騰対策事業（医薬品卸業分）

　・電子処方箋の活用・普及促進事業

105,048

12 衛生費 医薬費 105,048

薬務衛生課　計
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繰越明許費補正（変更）

課名　薬務衛生課　　（一般会計） (単位：千円)

　・物価高騰対策事業（公衆浴場分）

　・物価高騰対策事業（クリーニング事業者分）

38,990 38,990

既設定
金額

追加設定
金額

累　計

薬務衛生課　計

備　　　　　　　　　考

13 衛生費 環境衛生費 38,990 38,990

議　案
頁　数

款  名 項  名



課名　国保・高齢者医療課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

333 国 民 健 康 190,587,346 3,982,878 194,570,224 -347,412 4,330,290 １．国民健康保険保険給付費等交付 -231,452
保 険 　　金
運 営 費 　・国民健康保険保険給付費等交付

　　金
　　　所要見込額の減

２．社会保険診療報酬支払基金納付 -1,107,479
　　金
　・社会保険診療報酬支払基金納付
　　金
　　　所要見込額の減

３．財政安定化基金積立金 5,281,824
　・国民健康保険財政安定化基金積
　　立金
　　　所要見込額の増

４．特別高額医療費共同事業拠出金 -109,078
　・特別高額医療費共同事業拠出金
　　　所要見込額の減

５．国庫支出金返納金 149,063
　・国庫支出金返納金
　　　国庫負担金等の額の確定に伴
　　　う返納金

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源
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課名　国保・高齢者医療課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源

335 58,362 58,362 58,362 １．一般会計繰出金 58,362
　・一般会計繰出金
　　　国庫負担金の額の確定に伴う
　　　繰出金

190,587,346 4,041,240 194,628,586 -347,412 4,388,652

一 般 会 計
繰 出 金

課　　計



債務負担行為（設定）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

78 情報処理関連業務 　令和７年度 11

課名　国保・高齢者医療課　　（国民健康保険事業特別会計）
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課名　健康づくり推進課　　（国民健康保険事業特別会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

334 176,639 17,509 194,148 -7,660 25,169 １．健康づくり推進費 17,509
  (1)国保ヘルスアップ支援事業 -7,660
       所要見込額の減

　(2)国庫支出金返納金 25,169
　　　 国庫補助金の額の確定に伴う
　　　 返納金

176,639 17,509 194,148 -7,660 25,169

公 衆 衛 生
総 務 費

課　　計

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁　数

目  名
補正前の額

（Ａ）
補 正 額
（Ｂ）

計
(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



病　　院　　局

会計名 区　分 収  入 支  出 損　益 収  入 支  出 差  引

補正前の額 1,642,754 1,688,867 -46,113 32,974 407,021 -374,047

補　正　額 -77,872 -115,370 37,498 0 0 0

計 1,564,882 1,573,497 -8,615 32,974 407,021 -374,047

（注）１　収益的収支とは、一事業年度の企業の経営活動に伴って発生する全ての収益と費用をいう。
　　　２　資本的収支とは、建物・施設の建設や企業債の元金償還などの費用とその財源となる収入をいう。
　　　　　なお、資本的支出が収入を上回る部分は、過年度分損益勘定留保資金、当年度損益勘定留保資金及び減債積立金で補填する。

令和６年度２月補正予算　総括表

   （単位：千円）

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

病 院 事 業 会 計
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部局名　病院局　　（病院事業会計） (単位：千円)

国支出金 地 方 債 そ の 他

374 1,688,867 -115,370 1,573,497 -115,370 １．医業費用 -115,370
 (1)給与費 -77,394
　　　病院局職員給　

 (2)材料費 -4,000
　　　薬品費の執行見込みの減

 (3)経費 -33,976
　　　委託料等の執行見込みの減

1,688,867 -115,370 1,573,497 -115,370

収 益 的
支 出

計

令 和 ６ 年 度 ２ 月 補 正 予 算 説 明 資 料

事項別
明細書
頁  数

項　目
補正前の額

（Ａ）
補　正　額

（Ｂ）
計

(A)＋(B)

補　正　額   の  財  源  内  訳

説                       明特　　定　　財　　源
一般財源



債務負担行為補正（追加）

(単位：千円)

議　案
頁　数

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

　 庁舎等管理業務 　令和７年度 7,390

情報処理関連業務 　令和７年度 12,489

部局名　病院局　　（病院事業会計）

86
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報告第 １ 号 

      専決処分の報告について 

  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分した事

件について、次のとおり報告する。 

    令和７年２月１９日提出 

                                               熊本県知事  木 村 敬 

専第 ４９ 号 

      和解及び損害賠償額の決定について 

  次に掲げる日及び場所で発生した和解の相手方の車両等と熊本県職員が運転する公用車

による交通事故に関し、和解の相手方と熊本県との間に次のとおり損害賠償の額を決定し、

和解することとする。 

    令和７年１月１６日専決 

                                                熊本県知事 木 村 敬 

発  生  日 

発 生 場 所 

和 解 の 相 手 方 

相手方の車両等 
損害賠償の額 和 解 事 項 

令和６年１０月３日 

葦北郡津奈木町岩城

地内 

個 人 

（車両所有者） 

普通乗用車 

 

９８，２８５円 当事者双方は、今

後本件に関して､裁判

上又は裁判外におい

て一切の異議及び請

求の申立てをしない

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－
7
0
－

 



 

報告第 １ 号 

 

専決処分の報告について                   健康福祉政策課 

 

○事故の概要 

 

１ 日 時 令和６年１０月３日 １４時５０分頃 

 

２ 場 所 葦北郡津奈木町岩城地内 

 

３ 当事者 県 側  芦北地域振興局保健福祉環境部 職員Ａ 

       相手方  車両所有者Ｂ 

 

４ 賠償責任割合  県側：相手方 ＝ １００：０ 

 

５ 損害額及び賠償額 

 

 

損害額 

Ａの負担額 

（過失割合

100％） 

Ｂの負担額 

（過失割合

0％） 

損害賠償額 

県 側 0 円 0 円   0 円 ② 98,285 円 

（①－②） 相手側 98,285 円 98,285 円 ① 0 円   

 

６ 事故の状況 

職員Ａが公務のため、公用車で葦北郡津奈木町岩城地内の道幅の狭い道路を

走行中、対向車線側に駐車中の相手方車両に接触し、損傷を与えたもの。 

相手方にけがはなく、物損事故であった。 

相手方と示談交渉の結果、上記の賠償責任割合にて、賠償額を支払うことで

決着した。 

 

  
－
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